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《論　説》
新国際経済秩序の中の最貧国
植松忠博
1．新国際経済秩序の思想
　GATT，　IMF，　IBRDといったブレトンウッズ機構が，戦後初期の国際経
済を基礎に構築されたものであったが故に，その後，途上国の批判を浴びて，
当初の性格を修正せざるを得なくなったのに対して，1960年代半ば以降国連
貿易開発会議が目指し，さらに1974年の「新国際経済秩序（NIEO）樹立宣
言」が宣告したものは，それまでの先進国中心主義の国際経済を改革し，戦
後新たに独立した新興開発途上諸国の経済的自立を保障する国際経済秩序を
構築することであった。
　よく知られているとおり，NIEOの思想は，（1）国家主権の尊重，各国間の
平等で効果的な参加，（2＞植民地支配からの解放と損失の補償，（3）開発途．ヒ国
援助の拡大と援助条件の緩和，（4）開発途上国の発展を促進するような国際機
構（貿易，国際通貨制度）の改革，（5）開発途上国間の協力の5つに要約でき
る。ここには，国際経済への平等な参加と協力，開発途上国の経済発展の促
進という，ブレトンウッズ体制で欠落していた視点がはっきりと打ち出され
ている。
　それではこのNIEO自身は，開発途上国の中でも最も弱い立場にある最貧
国に対して如何なる政策的配慮をしているか，それを検討することが本稿の
目的である。最初にUNCTADの中で実現してきた開発途上国一般特恵関税
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制度（GSP）と一次産品共通基金（CF）の内容を検討し，次に198！年9月
にパリで開催された「国連最貧国会議」が採択した新実質行動計画（SNPA）
の内容を検討しよう。
2．UNCTADにおける新制度
　現代のNIEOの実質的推進母体はUNCTADであるので，最初に，これ
までにUNCTADが実現した2っの成果，開発途上国一般出爪関税制度と一
次産品共通基金を概括的に検討しよう、
2、1　開発途上国一般特恵関税制度（GSP）
　開発途上国を対象とする一般特恵関税制度（Generalized　System　of
Preferencest　GSP）の導入は，　GATTの無差別（最恵国待遇）原則に対す
る，開発途上国全体の挑戦であった。前歯「ブレトンウッズ機構と最貧国」
で示したとおり，形式的には自由・無差別で，すべての国を平等に稗益するよ
うにみえながら実質的には先進国中心の貿易拡大をもたらしたGATTの無
差別原則のもとで，途上国は戦後の貿易拡大の恩恵を十分に享受できなかっ
たのであり，そうしたGATTの制度的「不公正な公平」性を是正しようと
するものが，GSPに他ならない。
　GSPは1964年，　UNCTAD第ユ回総会においてプレビッシュがおこなった
事務局長報告『開発のための新しい貿易政策を求めて』の中の主要テーマの
　　　　　　（1）ひとつであった。この報告の第2部で彼はUNCTADの課題として，（1）開発
途上国からの一次産品輸出の促進と輸出所得補償融資制度の整備，（2）開発途
上国から先進国への工業品輸出に対する特恵関税の適用，（3）開発途上国に対
する先進国国民所得1％水準の開発資金援助，（4）社会主義国と開発途上国の
（！）　Prebisch　（1963）
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間の貿易の促進，（5）UNCTADの恒久機関化の5つを提案しているが，この
（2）がGSPである。ちなみに（1），（2）はいずれも開発途上国からの輸出の促進
を目的とするものであり，プレビッシュが途上国の輸出に如何に強い関心を
もっていたかが窺えると同時に，（1）～（5＞の提案が，程度の差こそあれ，その
後ほとんど実現するに至ったことを思えば，改めてプレビッシュの深い洞察
力に驚かされる。
　開発途上国特恵はこの総会でL三原則8」として採択されたあと，GATT
においても，翌65年，協定に第4部「貿易と開発」を追加することによって，
抽象的にではあれ，承認された。当初は開発途上国特恵がGATTの主旨に
反するとして反対していたアメリカも，EEC諸国が積極的であったこと，社
会主義国が部分的に実施し始めたことなどから，開発途上国特恵が不可避で
あることを認識し，1967年4月に政策転換を発表したことから，最後の障害
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2＞も取り除かれ，1970年代初頭にGSPが実現することになった。
　実施に当って，GSPがGATTの最恵国待遇条項に抵触することから，これ
をGATT第25条5項のウェーバー条項を適用し，1971年以降10年間の暫定措
置として切り抜けてきたことは前回で述べた。現在までGSPを採用している
国はOECD加盟の10ヵ国とEEC，それに社会主義国など5ヵ国を加えた16
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）ヵ国であり，これを発効時期の早い順に整理すると，次のとおりである。
　ソ連（1965．1．1）；オーストラリア（1966年）；EEC（！971．7。1）；日本
　　　　　メ　（嬰・8丁1）；ノルウェー（1971・10・1）；ブイ・ランド，・・ンガリー，
　ニュージーランド，スエーデン（いずれも1972．1．1）；，チェコスロバキ
　ア（1972．2．28）；スイス（1972．3．1）；オーストリア，ブルガリア（い
　ずれも197’2．4．1）；カナダ（1974．7．1）；ポーランド，アメリカ（いず
　れも1976．1．1）．
（2）GSPの実現過程についてはMurray（1977）邦訳　第1章，第2章参照。
（3）　UNCTAD　（1984），　TD／B／C．　5／90，　Annex　V，　p一　10
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　従って，GSPは発足以来15年以上の歴史をもつのであるが，現時点から
みて，我々はGSPを如何に評価すべきであろうか。私はGSPの評価には
総量評価と内容評価との2つがありうると思う。
　まずGSPが開発途上国の輸出促進に与えた全体的な効果は，第1表第工
欄によって概括できる。ここにはOECD加盟の11ヵ国（10ヵ国とEEC）合
計が示されているが，1970年から80～82年にかけて，これらの国の総輸入額
が358億ドルから2，670億ドルに約7．5倍になったのに対して，最恵国待遇
（MFN）下の関税対象品は151億ドルから1，335億ドルへ約8．8倍に，　GSP対
象品の輸入額は45億ドルから628億ドルへ約14倍に増加しており（いずれも名
目価格表示），GSPが途上国の輸出促進に大きな効果を与えたことが窺える。
　しかし，同時に注目すべきことは，GSPが農作物と工業品，および工業
化の進んだ国と遅れた国の間に異なったインパクトを与えてきたことである。
同じ表の第且欄には，EC，アメリカ，日本3国合計のGSP輸入が農産物と
工業品に分けて示されている。この3国はOECD諸国のGSP輸入の8割を
占めるのであるが，表に示されるとおり，もともと工業製品の輸入が全体の
70～80％を占めているのに加えて，最恵国待遇（MFN）下の有税品に対する
GSP輸入額の比率で工業品の方が高いことから，結局，　GSP輸入額に占め
る農・工の比率は，70年で（7．6億ドル：23．6億ドル＝）！：3，80年で（76
億ドル：419億ドル＝）1：5．5という水準にあることがわかる。これは現在
のGSPが工業品の輸出促進に偏っていること，しかもその格差が拡大しつ
つあることを示しているといえるであろう。
　このことは開発途上国間におけるGSPの効果の格差として現れる。1979
年におけるアメリカと日本のGSP輸入を分析すると，アメリカの場合には
GSP対象品の輸入額が117．25億ドルであるが，主要な輸出国は，その他ア
ジア（台湾と推定される）が25．3億ドル，メキシコが19．3億ドル，香港が16．1
億ドル，韓国が11．5億ドル，ブラジル9．5億ドルなど上位5ヵ国で81．6億ドル
（全体の69．6％），そのほかシンガポール，イスラエル，チリ，ドミニカを含
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第1表　一般特恵関税制度（GSP）の実施状況
GSP輸入額 相　対　比　率総輸入額
i百万ドル）
@（1）
MFN有税品
A入額
i百万ドル）
@　12）
対　象　品
i百万ドル）
@　〔3）
特恵適用品
i百万ドル）
@　〔4）
有　税　率
@（％）
@〔2）／〔1）
特恵対象率
@（％）
@｛3）／12）
特恵適用率
@（％）
@〔4）／r3）
1970 35779 15，060 4，4532． 3i 42．1 29．6
1 OECD10ヵ国と
dEC輸入
1976 157，927 78」36 26，282 10，511 49．5 33．6 40．0
1980～82L 267042　， 133，464 62792　， 28，229 50．0 47．0 45．0
農産物 9，163 5，877 756 306 64．1 12．9 40．5
1970工業製品 23，764 8，126 2，360 863 34．2 29．0 36．6
合　　計 33，527 14，0033，1162圏 1，169 41．8 22．3 37．5
H EEC，米，日の
ﾝの輸入 農産物 ．47，859 22，762 7，628 4，499 47．6 33．5 59．0
1980工業製品 172，963 81，578 41，87917」35 47．2 5L3 40．9
合　　計 220821　▼ 104，340 49，5072L63447．3 47．4 43．7
全開発途上国 135，737 92β65 33817　¶ 18，128 68．0 36．6 53．6
? EECを除くOE
bD10ヵ国輸入
i1980～82＞1
最貧国 1，270 422 244 116 33．2 57．8 47．4
最貧国／全開発
r上国比率（％） 0．94 0．46 0．72 0．64
注　1．各国の調査年は1980～82年のいずれかで，必ずしも一致しない．
　　2，1970年のGSP対象品輸入額はMurray（1977）とMcphee（1984）で一致しないが，そのまま採録した．
　　3．記載なし．
出典，1970年はMurray（1977），1976年目UNCTAD（1979），第n欄はMcphee（1984）．1980～82年はUNCTAD（1984），
?????????????
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）む上位9ヵ国で96億ドル（全：体の8／．7％）を占める。日本の場合にはGSP
対象品輸入額75．8億ドルに対して，韓国，その他アジア（台湾），香港の3国
で52．4％，これにフィリピン，スペイン，ペルー，インド，ブラジル，マレ
ーシア，シンガポール，メキシコを加えた11ヵ国で全体の81．6％を占めると
　　　　　　　（5）いう状況にある。かつてT。マレイは『一般特恵制度と発展途上国』の中で
ユ970年時点のGSPを分析し，工業品におけるEC，米，日のGSP輸入が
台湾，メキシコ，ユーゴ，韓国，香港，ブラジル，シンガポール，インド，
イランの9ヵ国によってGSP対象品の2／3，　GSP適用品の3／4を独占
されていることを明らかにしたが，事態は一層独占化の方向に向っていると
　　　　（6）
いえよう。
　これに比較してGSPは，遺憾ながら最貧国に対して積極的な効果をもた
らしていない。第1表乞田欄は，1980～82年のECを除くOECD　10ヵ国の
GSP輸入額に占める最貧国のシェアを示しているが，これによれば，最貧
国は総輸入額で0．94％であるのに対して，GSP対象品の輸入額では0．72％
であり，GSP適用品輸入額では0．64％に過ぎない。アメリカの場合には時
系列データがとれるので，それをみるとGSP対象品輸入額における最貧国
のシェアは，1974年に1．0％，78年に0．9％，82年に0．9％であり，この10年間
にほとんど変化ないことがわかる（同じ期間に総輸入額に占める最貧国のシ
ェアは1．5％，1．8％，1．1％）。これをみても，GSPが最貧国に効果的な制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）度でなかったことが明らかになるであろう。
　GSPが最貧国に対して有効でないことは，　UNCTADの文書の中で繰り
（4）UNCTAD（1981），　TD／P　IC．5／PREF／8，　Annex　Table　IAより算出
（5）UNCTAD（1981），　TD／B／C．5／PREF／9，　Annex　Table　lAより算出。
（6）Murray（1977）邦訳　132ページ
（7）1974年データはUNCTAD（1975）TD／B／C．5／38　Rev．，　Anncx　V，1978年データは
　UNCTAD（1981）TD／B／C，5／PREF／8，　Annex　Table　I　A，1982年データは
　UNCTAD（ユ984）TD／B／C，5／90，　Annex　IV。
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返し指摘されている。例えば，最近の「一般特恵制度の包括的レビュー」
（1979年）は次のように述べている。「これまでの経験が示すところでは，最貧
国に対するGSPの恩恵は幾つかの理由によって，制限されている。第1に，
最貧国の輸出は相対的に少なく，主に農産物と工業原料に限られている。工
業原料は一般に最恵国待遇条項で無税であり，従ってGSPの範囲外にある。
一方，農産物はGSPによって部分的にカバーされているに過ぎない。〔第2
に……引用者〕たとえ最貧国がGSPの対象品目を輸出しても，最貧国が特
恵措置を要求しなかったり，拒絶されることがある。その理由は，通商や行
政能力が限られているために，最貧国が制度の複雑さやその要件を満たせな
　　　　　　（8）いからである。」
　それでは何故，最貧国に有効適切な特恵関税制度が設立されなかったので
あろうか。この疑問を解く鍵はGSPのGeneral（一般）にある。マレイは
それを次のように説明している。まず，1970年代の初頭にGSPが初めて導
入された時点で，既に最貧国の輸出収入の3／4はGATTの最恵国条項のも
とで無税のまま特恵供与国に流入する商品から構成されており，残りの貿易
品は特恵供与国側がインポート・センシティブ〔特恵関税を適用して輸入す
ると国内競争産業に打撃を与えると予想されること〕とみなす農産物と若干
の工業原料であった。後者はそのままGSPに組み込むことはできなかった
ため，特恵供与国が途上国の間に格差を設定して，最貧国の輸出品にのみ特
恵を与えることも考慮されたが，そうなるとGSP本来の主旨である一般特
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）恵（General　Preference）を裏切ることになり，断念されたのであると。
つまり丁度GATTが先進国と開発途上国との間に「不公正な公平」をもたら
したのと同じ原理でGSPは途上国の聞に「不公正な公平」の弊害をもたら
しているのである。
（8）　UNCTAD（1979），　TD／B／C．　5／63，　p．　32，　para．　109．
（9）Murray（1977）邦1沢65－66ページ。
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　それではGSPが真に最貧国に効果的な制度であるためには如何なる改革
が必要であろうか。先の「一般特恵制度の包括的レビュー・」は次の3点を挙
げている。第1に，最貧国の輸出品に対しては特恵的で無制限の無税（free
treatment）の待遇を承認するようにGATTを改革すること。第2に，最貧
国が特恵その他の特別措置を活用できるよう，技術援助を続けること。第3
に，それにも拘らずGSPの改革だけでは限界があるので，　GSPに関連する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）産業の確立と経済発展のための資金援助を行なうこと。
　このような要請に応えて，遅ればせではあれ，最近最貧国に対する特別措
置を講ずる特恵供与国が増えてきている。例えば，ノルウェーは1976年6月
に，ブルガリアは77年7月に，ハンガリーとチェコスロバキアは78年に，
EECは79年に，日本は80年度に，オーストリアは82年に，カナダは83年に，
それぞれ少しずつ条件を異にしながらも，最貧国からの輸入品に対して，特
恵的な無税措置を講ずることを決定し，しかもその条件を次第に緩和してき
ている。こうした改善策がどこまで有効かは依然明らかでなく，またアメリ
カが積極的でないことも気がかりではあるが，GSPが少しずつ改革されて
　　　　　　　　　　　　（11）きていることは事実である。
2．2　一次産品共通基金
　プレビッシュ報告のもう一つの主要なテーマは一次産品の輸出促進であっ
た。彼は報告の中で，工業製品と比較した一次産品の交易条件が，様々の理
由から傾向的に悪化せざるを得ない事情を明らかにし，しばしばモノエキス
ポートと呼ばれるほど1～2の一次産品輸出に深く依存している多くの開発
途上国が，一次産品の価格変動と交易条件の悪化によって，輸出所得の減少
に見舞われていることに注意を喚起した。そして，最後にその対策として，
（］．O）　UNCTAD　（1979），　TD／B／C，　5／63，　p，　41，　para．　168．
（11）　ibid．　p．　32，　para．　111．
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各品目ごとに国際商品協定を締結して市場価格の安定を図るとともに，輸出
所得の一時的な落ち込みに対しては，輸出所得補償融資を実施することを提
　　　（12）
案した。
　工業製品に比較して一次産品の交易条件が本当に傾向的に悪化するのかど
うかについては，プレビッシュ自身の論文「開発途上国の発展とその主要問
題」（1949年）以来，大論争のあるところであるが，戦後に限ってみれば，木
下教授の作成された第1図が示すとおり，50年代，60年代と交易条件は悪化
を続け，70年忌の初めに突然急騰したあと，変動を繰り返しているのが現実
である。
　一方，一次産品の需給調整と価格安定をめざす国際商品協定は，現在まで
に6つの協定が締結されている。その成立年代と価格管理方式を示すと，以
下のとおりである。
　1）国際小麦協定（1949，経済条項なし）
　2）国際砂糖協定（1954，輸出割当，特別在庫）
　3）国際すず協定（1956，緩衝在庫）
　4）国際オリーブ油協定（1959，経済条項なし）
　5）国際コーヒー協定（1963，輸出割当）
　6）国際ココア協定（1973，緩衝在庫）
　7）国際天然ゴム協定（1980，緩衝在庫）
　8）国際ジュート協定（協定採択，1982）
　ところで第1回UNCTAD総会でプレビッシュによって提起された一次産
品問題は，その後延々！6年に及ぶ交渉の末，80年に至ってようやく一次産品
共通基金の成立に漕ぎ着けたのであるが，その間の経過をごく簡単に要約す
（12）斉藤（ユ979）第2編，第3章「国際商品協定の変遷と現状」，
　論，各年版「国際経済機構」による。
および通商自書：，各
9一
406
第1図　開発途上国一次産品の交易条件の変化　　（1970＝100）
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　　開発途ヒ国一次産品輸出価格指数＠一　　　先進国製造品輸出価格指数
　　開発途上国一次産品輸出価格指数（燃料を除く）＠一　　　　　　先進国製造品輸出価格指数
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出典，木下悦二『現代資本主義の世界体制』，54ページ．
　　　原出典は，国連貿易統計年鑑およびUNCTAD，　Hαndbooh　o／Jnternationαl
　　Trade　and　Development　Statistics，　1976N1979．
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　　　　　　　　　　　｛13）れば以下のとおりである。
　1）第1回UNCTAD総会のあと，貿易開発理事会（TDB）のもとに一
次産品委員会が設置され，一次産品市況の分析と国際商品協定締結の作業が
開始されたが，一方，一次産品の国際市況は！970年忌の初頭に，気象条件の
悪化，アメリカの無規律なドル散布による国際的過剰ドルの発生，OPEC諸
国による原油価格の大幅引上げなどが重なって暴騰し，一時的に大混乱に陥
ってしまう。
　2）こうした混乱の後に，改めて一次産品問題解決の方向を示唆したのは，
1975年の第8回一次産品委員会に提案された，コレア事務局長の「一次産品
総合プログラム（lntegrated　Programme　for　Commodities，　IPC）」構想
であった。この計画は，共通基金107億ドルを想定し，開発途上国の輸出品の
うち，備蓄可能な18品目を選んで，国際在庫，多角的貿易取決，価格のイン
デクセーション，加工と多様化の促進を図り，それによって一次産品の価格
安定と輸出所得の向上をめざすものであった。
　3）しかしこのコレア構想に対しては，先進諸国が基金の規模と対象品目
の選定について難色を示したため，IPCはその後，基金の規模を縮少し，対
象品目も二転，三妬して再提案され，1976年の第4回UNCTAD総会の最重
要議題として提出されるが，この総会では先進諸国が積極派（EC）と消極
派（米，日）に分裂して明確な対応ができず，結局交渉継続を確認するだけ
に終ってしまう。
　4）それを打開させたものは，南北双方の妥協と（アセアン諸国の要請を
受けた）日本の積極派への転向であったと言われているが，翌77年3月に再
開された共通基金交渉は，78年の先進国ボンサミット共同宣言の支持で急進
展し，79年の第5回UNCTAD総会では基金創設が決議され，80年6月口訳
（13）一次産品共通基金の成立過程については斉藤（1979）第2編第2章「UNCTAD　一
　一次産品問題への新しい対応」が詳しい。以下のパラグラフの叙述もこれに基づく。
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に「一次産品共通基金協定（Agreement　Establishing　The　Common　Fund
　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）for　Commodities）」の正式採択に至る。
　採択された「共通基金（CF）」は全文13章，58条と6つの付属書とからなり，
163ヵ国の参加を予定する壮大なものであるが，その概要は，河原康之氏に
よって詳細に紹介されている。第2図は河原氏の作成図を簡略にしたもので
ある。
　（a）対象とする一次産品は，既に国際商品協定の存在するコーヒー，ココ
ア，砂糖，すず，天然ゴム，オリーブ油のほか，銅，綿花，硬質繊維，ジ
ュート，紅茶，バナナ，食肉，熱帯木材，ボーキサイト，鉄鉱石，マンガン
鉱，リン鉱石の18品目であり，このうちコーヒー，ココア，砂糖，すず，
銅，綿花，硬質繊維，ジュート，天然ゴム，紅茶の10品目が最優先（コア）
品目である。
　（b）基金総額は7億5，000万ドル，それを第！勘定4億ドルと第2勘定3億
5，000万ドルに分ける。
　（c＞第1勘定は上記の18品目のうち，国際商品協定を有し，基金と契約を
結んだ国際商品機関（ICO）に対して緩衝在庫融資資金を与えるものであり，
第2勘定は国際商品協定およびそれに準ずるものに製品の開発，市場の開発，
マーケッティング等のために融資または贈与されるものである。
　（d）第1勘定を維持するために，国際商品機関は，その緩衝在庫資金の最
大資金需要量（MFR）の1／3を現金で預託し，一方，国際商品協定に参加
している諸国は残りの2／3の補償資本を拠出することになっている。第2
勘定にはこうした義務はない。
　（e＞共通基金には，先進国24ヵ国，開発途上国119ヵ国，ソ連東欧諸国7ヵ
国，中国およびその他12ヵ国の合計163ヵ国の参加が予定されている。
　（f）一方，共通基金7億5，000万ドルの資金調達は，共通基金参加国（163
（14）「一次産品共通基金協定jは，UNCTAD（1981），　TD／IPC／CF／CONF／25である。
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緩衝在庫操作
　国際商品協定
　　18品目
（うちコア10品目）
　　を有する
　国際商品機関
　　緩衝在庫融資
（最大資金需要MFR＞
MFRの1／3を現金預託
　MFRの2／3の
保証資本を拠出
第2図　一次産品基通基金の概要
共　通　基 金 7．5億ドル
第1勘定4．0億ドル 第2勘定3．5億ドル
払込み資本 払込み資本
3億ドル 7千万ドル
請求払い資本 請求払い資本
1億ドル 2．8億ドル??
9，300万ドル
??
7，000万ドル
国際商品協定
　加盟国
　貸付，贈与
〔製品の多様化市場の開拓研究開発輸送，販売等〕
負担能力別拠出
　　　3．07f意ドル
目標2．8億ドル
一次産品研究開発
　国際商品協定
　　　及び
それに準ずるもの
　均　等　拠　出
各国100万ドル
計1億6，300万ドル
義　務　的　拠　出 自主的拠出
蝉盤力［1盟国（163・国想定）
先進諸国（24），途上国（119），ソ連・東欧諸国（7）
中国（1），その他諸国（12），　計163
出典，河原康之「一次産品共通基金・その協定の採択」，『ファイナンス』1980年9月号の図を参考に作成．
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ヵ国）の，義務的拠出4億7，000万ドルと自主的拠出2億8，000万ドルとによ
る。義務的拠出のうち1億6，300万ドルは，加盟国の均等拠出（各100万ドル×
163ヵ国）により，残りの3億700万ドルは，国連分担金方式による能力別負担
を予定している。これをグループ別にみると，先進工業国70．9％，開発途上
諸国10．4％，ソ連東欧諸国12．7％，中国4．9％，その他の諸国1．1％であり，
主な国では，アメリカ7，385万ドル，日本3，367万ドル，ソ連2，718万ドル，
西独2，650万ドルなどとなっている。一方自主的拠出は18品目の国際商品協
定に参加する国が自主的に資金拠出するものである。
　（g）共通基金の運営における投票権は，一律150票の基礎票の上に拠出額
に比例した割当票を．ヒ積みする結果，開発途上国のウエイトが高くなってい
る。具体的には先進諸国40．2％，開発途上国45．0％，ソ連東欧諸国7．7％，
中国2．9％，その他諸国4．2％であり，開発途上国票は先進諸国のそれを上回
る。
　これが「一次産品共通基金協定」の概要である。
　それでは現在，共通基金が対象としている18品目の状況はどのようになっ
ているのであろうか。まず第2表は1981年における18品目の輸出額，それに
占める開発途上国と最貧国のシェア，および主要供給国のリストである。品
目ごとに輸出額，途上国の輸出シェア，主要供給国が異なっていることがわ
かる。輸出額の大きい品目は野菜油と砂糖であるが前者はアメリカが輸出の
44．0％を，後者はキューバが29．7％を独占している。開発途上国のシェアが
大きい品目はバナナ，ココア豆，コーヒー，天然ゴム，すずなどであるが，
バナナは中南米3ヵ国の，コーヒーはブラジルとコロンビアの，天然ゴムと
すずはマレーシアとインドネシアの，それぞれほぼ寡占市場になっている。
本稿のテーマである最貧国の世界市場における輸出シェアは18品目合計で
2．5％，コア10品目で3．5％であるが，各品目ごとに相当の格差があり，輸出
シェアの大きい品目では，バングラデシュの主要輸出品であるジュートの
4！．1％，ギニアの主要輸出品であるボーキサイトの22．9％，タンザニアの輸
一14一
???
第2表　一次産品総合計画対象品目の輸出額と主要供給国（1981年）
輸出シェア（％）全世界　〔1）
i百万ドル）
開発途上国②
i百万ドル）
最貧国　（3）
i百万ドル） （2レ／ω 〔3）／ω （3ゾ②
主要供給国と輸出シェア　（％）
バ　ナ　ナ 1，362 1，233 9 90．5 0．7 0．7 コスタリカ（20．0），ホンジュラス（16．2＞，エクアドル（15．3）
　　　一Rコ ア豆 2，112 1，967 42 93ユ 2．0 2．1 アイボリーコースト（29．8），ガーナ（17．4）
コー　ヒー 8，542 7，876 721 92．2 8．4 9．5ブラジル（17．8），コロンビア（17．1）
綿 9，777 4，535 386 46．4 3．9 8．5 〔∫SA（23．7），ソ連（15．0），パキスタン（7．4）
硬質繊維 458 336 49 73．4 10．7 14．6ブラジル（22．5），フィリピン（12．9），タンザニア事（9．2）
ジュー　ト 1，134 904 466 79．7 41．151．5バングラデシュ事（39．7＞，インド（29，9）
食　　　肉 8，318 1，268 75 15．2 0．9 5．9 西独（11．7），フランス（9．3），オランダ（9．2）
野　菜　油 ユ7，543 5，872 227 33．5 1．3 3．9 USA（44．0），マレーシア（8．2），ブラジル（7．3）
天然ゴム 3，360 3，284 0 97．7 0 0 マレーシア（48．0），インドネシア（24．9）
砂　　　糖 15，103 9，159 78 60．6 0．5 0．9 キューバ（29，7），フランス（8．9），オーストラリア（8．8）
紅　　　茶 1，882 1，383 112 73．5 6．0 8．1 インド（29．8），スリランカ（17．8），中国（13．2）
熱帯木材 8，865 5，280 62 59．6 0．7 1．1 マレーシア（18，8），インドネシア（10．5）
ボーキサイト 926 728 212 78．6 22．929．1ギニア誓20．8），ジャマイカ（18．6）
銅 8，386 4，978 22 59．4 0．3 0．4 チリ（20．5），ザンビア（11．9）
鉄　鉱　石 7，054 3，101 一 44．0 一 『 ブラジル（24．6），オーストラリア（18．3＞，カナダ（17．3）
マンガン 450 213 皿 47．3 一 一 ガボン（19．5），ブラジル（13．0）
リ　　　　ン 2，G65 1，331 一 64．5 一 一 モロッコ（35．8），USA（20．3），ソ連（10．8）
す　　　ず 2，880 2，484 10 86．3 0．3 0．4マレーシア（32．2），インドネシア（14．7），タイ（14．6）
コア10品目輸出合計 53，633 36，907 1，886 68．83．5 5．ユ
18品目輸出合計 55，933 2，471 55．82．5 4．4
輸　出　総　頷 1，980，786 552，722 一 27．9 一 一
備考　コア10品目輸入 58β15 12，206 575 20．8 LO 4．7
ユ8品目輸入 112β51 22，131 849 19．6 0．8 3．8
注1．鉄鉱石，マンガン，リンの最貧国欄は記載がない．
　　2、＊印は最貧国．
出典，UNCTAD，　Statistics　of　International　Trade　in　Commodities　covered　by　the　Integrated　Programme　for　Commodities，
　　ユ970～1981，TD／B／IPC／STAT／1（VoL　D　1983．
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出品である硬質繊維の10，7％，アフリカ諸国の輸出品であるコーヒーの8．4
％，バングラデシュ・マラウイ・タンザニアの輸出品である紅茶の6．0％な
どが主なものである。その他の品目はほとんど市場シェアを有していない。
　最貧国の主要輸出品とその輸出依存度を示したものが第3表である。この
表からわかることは，輸出額について各国間で相当格差があること（例えば
スーダンは5億8，400万ドルであるのに対してカーボベルデは420万ドルであ
る），いわゆるモノエキスポートと呼ばれる少数品目への特化は，ラオス（木
材），南イエメン（石油製品），ボツワナ（貴金属），ブルンジ（コーヒー），
エチオピア（コーヒー），ニジェール（ウラン・トリウム），ソマリア（家畜），
ウガンダ（コーヒー）など比較的少数に過ぎないこと，およびすべての国の
主要輸出品が未加工の鉱物資源，農産物および家畜であること，これである。
しばしば開発途上国の輸出構造の弊害として極端なモノカルチャー，モノエ
キスポートが指摘されることがあるが，それはむしろ産油国やその他の稀少
天然資源保有国など一段所得水準の高い国の「ぜいたくな」弊害であって，
逆説的ではあるが，最貧国はモノエキスポートとなるべき稀少天然資源にも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）恵まれず，家畜やコーヒー，綿花などを細々と輸出する国なのである。
　こうした事情を考慮すれば，国際商品協定の締結と一次産品共通基金の設
立が最貧国に明るい展望を投げかけると楽観することはできないであろう。
前述のとおり，一次産品共通基金は緩衝在庫資金を提供する第1勘定と一次
産品の研究開発・販路拡大を支援する第2勘定とから構成されているが，こ
のうち第1勘定の設立によって恩恵を受ける国は主要輸出国であって，それ
は第2表から明らかなとおり開発途上国の中では比較的経済発展の進んだ豊
（15）産油国（アルジェリア，コンゴ，イラン，イラク，ナイジェリア，カタール，クエ
　ート，サウジアラビアなど，いずれも原油依存度が70～90％）を除く，代表的なモノ
　エキスポート国家の主要輸出品とその輸出シェアは，チリ（銅，46％），キューバ（砂
　糖，84％），ガーナ（ココア，74％），ジャマイカ（ボーキサイト，57％），ザンビア
　（銅，87％），モーリタニア（鉄鉱石，83％）などである。
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第3表　最貧国の輸出額と主要輸出品（1980年）
輸出総額i百万ドル） 主要輸出品とそのシェア（％〉
アフガニスタン 493．7 乾燥果物（36），天然ガス（21）
バングラデシュ 661．6 綿以外の織布（27＞，繊維製品（21）
ラ　オ　ス 7．8 木材（76）
?????????
ネパール 93．7 皮革（27），綿以外の織布（16），ジュート（15）
南イエメン 762．2 石油製品（97）
北イエメン 22．6 穀当外（18），　機率戒（17）
ベ　ナ　　ン 43．3 野菜油（33），ココア（33），綿花（24）
ボツワナ 45．2 ．貴金属（68）
“　　　　　　　　　　　　　　r　“t　ル　ン　ン 59」． コーヒー（87）
カーボベルデ 4．2 生鮮魚（28），缶詰魚（19）
中央アフリカ 111．2 コーヒー（28），貴金属（26），木材（25）
チ　ヤ　ド 103．3 家畜（61＞，綿花（34）
コ　モ　　ロ 9．4 スパイス（58），植物1由（28＞
ジ　ブ　チ 16．0 家畜（55）
エチオピア 424．4 コーヒー（64）
ガンビア 32．4 油種子（57），植物油（22）
ギニアビサウ 9．3 油種子（52＞，生鮮魚（43）
???????????????????????????????
マラ　ウ　イ 269．5 葉タバコ（46），砂糖（18），紅茶（14）
マ　　　　リ 209．7 家畜（48），綿花（40）
ニジェール 580．0 ウラニウム・トリウム（83）
ルワン　ダ 68．4　唱 コーヒー（58）
シエラレオネ 182．6 重ま金耳蠕（63），　コーヒー（20）
ソマリ　ァ 132．6 家畜（77）
　　“Xータ　ン 584．2 綿花（41）
ト　一　ゴ 334．8 肥料原料（40＞，石油製品（26）
ウガンダ 350．0 コーヒー（97＞
タンザニア 527．7 コーヒー（26），糾｝花（10），スパイス（10＞
オートボルタ 90．2 糸吊菌芭（44），　家畜（24）
中南米 ハ　イ　チ 196．8 コーヒー（46），　玩具（11）
太平洋 西サモア 17．0 油種子（54），ココア（18）
出典，UNCTAD，Hαndbook（ゾJnternationai　T7αde　and　Devetoρment　Stαtistics，
　Table　4－3D，　1983，
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かな国である。最貧国で第1勘定の恩恵を享受できると予想される国はバン
グラデシュ，ギニア，タンザニア，および少数のコーヒー輸出国であろう。
UNCTAD事務局は第2勘定が最貧国の輸出促進に貢献することを力説して
いるが，第2勘定の内容は朱だ具体化されていない。従って，それがどれほ
ど最貧国の輸出を促進するかは不明である。
3。最貧国パリ会議
3，1　パリ会議開催までの経緯
　こうした状況の中で，1981年9月，パリにおいて，歴史上はじめて，最貧
国の開発のみを主題とする国際会議，「国連最貧国会議（United　Nations
Conference　on　the　Least　Developed　Countries）」が開催された。これ
はいわば，！944年のブレトンウッズ会議，1974年の新国際経済秩序（NIEO）
樹立宣言に代る第三の社会契約の道を開きうる国際会議であった。
　1971年の最貧国の確定以来，最貧国に対して講じられてきた各種の「特別
措置」は一般的な対策以上のものでなく，その間に最貧国とその他諸国との
間の経済格差は拡大する一方であり，そうした厳しい現実に対する危機感が
このパリ会議の背景にあったことは否定できない。パリ会議の直接の契機は
1979年の第5回国連貿易開発会議（UNCTAD）総会（マニラ）における決議
122（V）「最貧国のための新総合行動計画」の採択であった。これは（1）1979～
81年の緊急行動計画と，（2）1980年代のための新実質行動計画とからなってい
たが，後者の計画を「完成させ，採択し，支援すること」がこのパリ会議の
　　　　　　（16）
課題であった。
（16）UN（1983），　A／CONF，104／2／Rev．1，p，25，　para．6。なおパリ最貧国会議と
　SNPAについては，既に鷲見（1982），鷲見（1983）の詳細な分析があり，以下のパ
　ラグラフの叙述もこの二つの論文に依拠している。
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　UNCTAD第5回総会が契機となったことから，パリ会議はUNCTADを
主催団体として，81年の9月1日から14日まで，ソ連・東欧諸国を含め155
ヵ国の参加のもとに開催された。会議に提出されたUNCTADのコレア事務
局長の基調報告の冒頭の一節に「国連最貧国会議は一この10年間〔1980年
代……引用者〕に出来る限り一世界の最も貧しく，最も脆弱な国々，最貧
国の基本的な開発問題を克服する独自の注意と支援を与える国際社会の意志
を反映している。この会議はすべての開発途上国における貧困を全般的に軽
減する努力の一環として，また新国際経済秩序を樹立する一層広い努力の一
　　　　　　　　　　　　　　　（17）環として，考えられるべきである。」とあるように，パリ会議は80年代全般に
お・ける，最貧国の開発に対する国際的な支援を採択すると同時に，NIEO推
進の一環としての意義を愚なっていた。会議は最後に行動指針として「新実
質行動計画（Substantial　New　Programme。f　Action，　SNPA）を採択し
て閉会したので，次にこの新実質行動計画を検討することにしよう。
3．2　新実質行動計画（SNPA）の内容
　（a）SNPAの目的
　SNPAはまず，次の4項目をその主要な目的に設定する。それは（1）最貧
国の極端な経済的困難を克服するのに必要な構造改革を推進すること，（2）貧
困な人々に対して，完全に十分で国際的に受容される最低水準（minimum
standards）を供給すること，（3）主要な投資機会とその優先順位を確定し，
支援すること，（4）自然災害の悪影響を出来るだけ緩和すること，これである
（パラグラフ4）。
　（b）二元的アプローチとフォロウ・アップの決定
　従来の一連の国際会議と比較して，パリ会議とSNPAの特徴は各最貧国
の国内政策と全最貧国に対する国際的支援を二元的に設定したことにある。
（17）　ibid，，　p．　25，　para．　1．
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（当時）31の最貧国が既にパリ会議の準備段階から自国の実情報告と開発計
画のレビューを行ない，それに基づいて国際的支援の要求額を提示する一方，
会議全体として，最貧国に対する国際的支援の基準策定が行なわれた。同時
に今後における各最貧国の国内政策実施状況と国際的支援の進展度を点検す
るために，後年のフォロウ・アップの実施が決定された。この二元的アプロ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）一チと後年のフォロウ・アップを決定したことが，この会議の特徴である。
　（c）SNPAの3部構成
　SNPAは，第1章「一般的状況と国内政策」，第2章「国際的支援措麗」，
第3章「実行，フォロウ・アップ，監視のための調整」から構成されている。
それぞれ，（b）で述べた国内政策，国際的支援，フォロウ・アップに対応して
いる。
　（d）国内政策
　国内政策の特徴は，先進国を模倣した工業開発と社会資本・インフラスト
ラクチャー整備を主力とした経済成長によって自国の発展を図る「近代工業
主導型の開発」を放棄し，より地道な開発を目指していることと，農業・農
村開発に最優先権を与えているのとは対照的に都市政策・都市開発にほとん
ど言及していないことである。国内政策に関するパラグラフの2／3は「食
糧と農業」と「人的資源と社会開発」に割かれており，工業，インフラ，外
国貿易などは残りの1／3に要約されているに過ぎない。
　まず農業政策に関する項目では，農業を国内最優先部門とし，「全国食糧戦
略」を立て，食糧自給率を引き上げることによって，遅くとも1990年までに
は飢餓と栄養失調を撲滅すべきことを強調する（パラグラフ10）。特に食糧安
保（food　security）の観点から，食糧増産，備蓄，備蓄技術，情報の整備を
図り，食糧生産を拡充し，輸入依存度を低下させる政府の積極政策（同！2）
が要請され，そのために年率4％以上の農業成長が必要とされている（同13）。
（18）鷲見（1983），78ページ。
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食糧増産と同時に，最貧国では「農村住民の生活水準の改善なしには真の社
会的・経済的発展はない」として，「包括的・総合的農村開発」に高い優先権
を与えている（同18）のもSNPAの特徴である。それに関連して，農村開
発における女性の役割を再認識しているのが興味深い（同19）。
　次に人的資源の活用と社会開発の項目では，最初に「開発は経済的目標と
社会的目標を同時に実現する総合的過程である。開発の第一の目標は，開発
過程への完全な参加と，開発利益の公平な分配を基礎として，全国民の福祉
を恒常的に改善することにある。」（同20）として，開発計画への住民の参加
と平等を強調し，その上に，（イ〉人的資源の活用については，1990年までに無
償の義務的初等教育を実現すること（同25），他の開発途上国の支援のもと
に，技術者・専門家養成のための訓練機関を強化すること　（同30）を掲げ，
（ロ）社会開発については，WHOのGlobαl　Strαtegy　for　Health　for　All　by
the　Yεαγ2000戦略にそって，プライマリー・ヘルス・ケア概念を確立し，
「1990年中でに安全な飲料水と十分な衛生設備，主な伝染病に対する全児童
の免疫，および必要なカロリーと蛋白質の摂取を提供する努力に重点をおく」
べきであるとしているく同37）。
　一方，工業政策に関しては，農業基盤で農業支援の工業と現地加工を発展
させること，住民に不可欠な消費財へのニーズに応える中間工業と軽工業を
構築すること，適正技術の導入と，融資・原料・販売の整備によって，小規
模工業と農村工業（cottage　industries）を孝径進し，生産性を引き上げるこ
と，可能ならば現地資源を使う基幹産業を構築すること（同48）というよう
に，適正技術と現地資源を活用する小規模工業・農村工業が推奨されている。
同時にGDPに占める工業のシェアを引き上げるために，国際的支援によっ
て，年率9％以上の製造業の成長が必要とされている（同47）。
　このようにSNPAでは，従来の開発戦略を方向転換し，農業と農村開発
中心の開発戦略を奨励し，BHN充足型の社会開発を重視しているのが際だ
った特徴をなしている。しかし，同時に，それを実現する手段としての国
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内政治・経済構造の改革にはほとんど触れることなく，1990年までに国民所
得を2倍にすることを先験的に与えられた基本目標として，客観的根拠を示
さないまま，相変らず工業9％，農業4％，GDP7．2％という実現不可能な
ほど高い目標成長率を掲げるという，過去の国際会議の例を踏襲しているの
である（同5）。
　（e）最貧国の第一義的責任
　SNPAが前文で「最貧国の発展の第一義的責任は最貧国自身にある」とい
い，国内政策の章の冒頭で再び，「最貧国は自国の全般的な発展に対し第一義
的な責任を有し，最貧国が追求する国内政策は最貧国の発展努力にとって決
定的に重要である」（パラグラフ1＞と繰り返しているように，パリ会議では
開発途上国から先進国に対する無益な非難は避けられ，最貧国開発の最終責
任が最貧国自身にあることが共通に認識されていた。しかし，それと同時に，
最貧国が自力で上記の高い経済成長を実現できないことは自明であり，最貧
国の国民に最少限の生活水準を保障するために国際社会が何をなすべきかが
この会議の焦点となった。
　（f）国際的支援
　国際的支援には，資金援助以外に技術援助，貿易政策，国際収支の改善，
国際機関の制度改革など多様な形態があるが，パリ会議においては資金援助
が中心議題であり，SNPAもパラグラフの1／5をそれに当てている。最貧
国はパリ会議の準備会議において，国別レビューを提出した際に，80年越の
前半に過去5年間の平均年額66億ドルを85％上回る年額123億ドルと，1990
年時点における240億ドルの譲許的援助（いずれも1980年価格）とを要請して
いた（同60）。この要請に応えるためには会議参加国は現在の政府開発援助
（ODA＞を2～4倍に拡大しなければならない。それが議論の焦点であった。
鷲見氏によれば，この要請に対して，先進諸国は北欧・ECの積極派と米・
日など消極派に二分されて一致せず，結局SNPAでは「・…・・政府開発援助
の流れはより多く最貧国に向けられるべきである。この点，特に大半のODA
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供与国は来たる数年問に，自国のGNPの0。15％を最貧国に向けるであろう。
また他の国は同期間に最貧国むけODAを2倍にするであろう。両者相埃っ
て，かかる努力の結果，1985年までに，過去5年間と比較して最貧国むけ
ODAが2倍になることが達成されよう」（同63）というあいまいな表現に落
　　　　　　　　　（19）ち着いたといわれる。ここで注目されるのは，一方で，GNPの0．15％および
ODAの倍増という具体的な目標値が明示されていながら，他方で，どの供
与国がどちらの目標値をいつまでに達成するのかという，援助供与国の特定
化と，この目標値を達成する期限が確定されなかったことである。結局，
SNPAでは具体的な目標f直が設定されていながら，その実行を確約できない
で終っているのである。資金援助については，この他にも，援助の質的な改
善措置（同70）と当面の緊急措置（同72）が挙げられているが，いずれも一
般的な表現に終っている。国際的支援はパリ会議の最大の焦点であったが，
このような不満足な決議に終った背景には先進諸国間の立場の相違がある。
それについては次項で述べる。
　（9）通商政策
　通商政策の項目では，GSP，その他の輸出促進政策，一次産品分野での国
際協力の3点が記されている。GSPについては先に第2節でみた結論を確
認し，特恵関税制度が単純化され改善されて，最貧国に無関税待遇（duty－
free　treatment）を保障すべきことを要求している（同76）。一次産品問題
では第3節でみた国際商品協定と一次産品共通基金の設立が改めて重視され
（同82），同時に，輸出所得補償融資制度の重要性が述べられている（同83）。
通商政策は最貧国にとっても重要な問題だと考えられるが，SNPAでは極く
簡単に触れられているに過ぎない。
　SNPAでは，このほかに運輸・通信部門におけるインフラストラクチャー
の整備，食糧・農業生産拡大のための国際協力，技術移転，多角的国際支援
（19）鷲兄（1983），91－92ページ。
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措置などが列挙されている。特に最後の多角的国際支援措置は興味深いテー
マであるが，割愛する。
　（h）フォロウ・アップ措置
　SNPAのひとつの特徴はフォロウ・アップ措置を決定したことであるが，
それには国内政策のフォロウ・アップと国際的支援のそれとの2つがある。
国内的には各最貧国政府がUNDP，世界銀行グループなどの協議機関と接
触を保ち，パリ会議に提出した開発計画のレビューを行なうことが主要な課題
である。国際的には，最貧国支援の進展度を点検し最貧国の実状を再検討する
中間報告会議を1985年までに開催すること，10年後に最貧国に関する世界的
レビュー会議を開催することが挙げられている。
3．3　パリ会議の評価とその後の状況
　パリ会議で採択されたSNPAは，結局3つの内容から構成されていた。
第1の国内政策では，都市偏重で，近代工業主導型の開発を放棄し，農村開
発を重視し，最貧国の実状に適合した農業，農村工業主導型の開発を推進す
ること，およびBHN充足を内容とする参加と平等の社会開発を推進し，1990
年までに，初等教育，公衆衛生，必要栄養の摂取を整備すること。これを実
現するために，80年越の最貧国の年率経済成長率を農業で4％，工業で9％，
GDPで7．2％以上とし，1990年までに国民所得水準を2倍にすること。第2
に，国際的支援に関しては，援助供与国の最貧国向けODAを，近い将来に
GNPの0．15％に引き上げるか，70年代後半の水準の2倍にすること。第3
にユ983年までに，国際開発機関を中心として，各最貧国の第1回フォロウ・
アップを開催し，1985年までに中間的な国際フォロウ・ア’Zプ会議を開催す
ること。
　ここには幾つかの矛盾がある’。第1に，農村開発，農業・農村工業主導型
の開発戦略の内容が深められないまま，農業4％，工業9％，GDP　7．2％と
いう高い成長率がアド・ホックに提示されていることである。70年代の成長
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第4表　DAC加盟国の政府開発援助（ODA）
　　　　（2国見および国際機関経由を含む，純支出額ベース，時価）
全途上国向け 最貧国向け 全途上国向け 最貧国向け
ODA（百万ドル） ODA（百万ドル） ODA／GNP（％）ODA／GNP（％）
〔1） ② （3） （4）
1970 6，697 817 0．33 0，040
1971 7，530 890 0．34 0，040
1972 7β67 1，003 0．33 0，042
1973
???， ???，
0．29 0，048
1974 10，737 1，819 0．32 0，054
1975 12，898 2，742 0．34 0，072
1976 12，053 2，292 0．31 0，059
1977 12，631 2，594 0．31 0，064
1978 16，794 3，737 0．33 0，073
1979 20，595 4，597 0．33 0，074
1980 24，211
??，
0．36 0，080
1981 24，225
??，
0．34 0，073
出典，〔1），（2）はUNCTAD，　Basic　Data　on　the　Least　Developed　Countries，　Table　19A，19B
　　〔3）はUNCTAD，　Handbook　of　Internαtionαl　Trα（ieαnd　Development　Statistics，1981，
　1983，　5，9　B
　　〔4）［ま〔1）（2）〔3）より算占』，
率は農業でL5％，工業で4．0％，　GDPで3．2％，前後であった（第4表の入
口増加率と一人当り生産増加率の和）から，これは2倍以上の目標を設定し
ていることになる。この目標が達成されないことはほぼ自明であろう。実際，
世界不況が重なったこともあって，82年までの実績は極めて悪く，農業・工
業・GDPいずれも一入当りの成長率はマイナスである。
　第2の問題は，国際的支援に援助供与国の特定化と期限が明示されず，責
任の所在がはっきりしないことである。ちなみに，最遍の国際的支援の実状
は，第4表のように，1981年のDAC加盟国2国間ODA合計は32億ドル，
多角的援助機関の譲許的援助は52億ドルである。最近10年間に，DAC加盟
国のODA／GNP比率は0．34％から0．35％へとほとんど変化していないが，
最貧国向けシェアは着実に上昇し，0．040％から0．073％に上昇してきている。
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これは70年代に先進諸国が，ILOや世界銀行の推進したBHN開発援助を採
択し，低所得国と最貧国に次第に援助を集中してきた結果である。しかし，
これを先のGNPO．15％目標と比較すると，やはり相当ギャップがある。こ
れは北欧諸国が目標を達成しているのに対して，米，日，英という援助大国
の実績が悪いためである。パリ最貧国会議において，EC諸国は国際的支援
の拡大に積極的であったが，ソ連・東欧諸国とアメリカは消極的であったと
いわれている。ソ連・東欧諸国の場合は南北問題を過去の植民地支配の歴史
的遺制と捉え，開発援助を資本主義国のみの責任を考える立場に立つもので
あり，アメリカは自国の開発援助について国際的公約をしないという従来の
方針をここでも貫いたためである。1983年の第6回UNCTAD総会は決議142
（VI）によってSNPAを再確認し，最貧国へのODAを1985年までに，1976
一・@80年水準の2倍にすることを決めたというが，これが実行される保障は与
えられていない。
　第3の問題は，フォロウ・アップの実施である。SNPAに従って，各国別
のレビューが進行しているが，先にみたように，ゼロ成長が続く中で各国の
開発計画は予定通り実施されていない。国際的支援も先進国の不況下で停滞
し，ここ1～2年の最貧国の状況はむしろ悪化しているといった方が適切で
あろう。注目されることは，時間がたち，個別のレビューが進むほど，SNPA
の目標と最貧国の実態との間のギャップが次第に鮮明になっていき，パリ会
議の失敗が誰の眼にも明らかになっていくであろうということである。その
時再び第二の最貧国会議の開催が必要とされるであろう。
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